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議 案 第 ４ ２ 号

平成２７年度戸田市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

業務の予定量は、次のとおりとする。

戸

㎥

㎥

千円

　 千円

　 千円

　 千円

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

千円

第 １ 款 千円

千円

千円

千円

千円

平成２７年度 戸 田 市 水 道 事 業 会 計 予 算

 （業務の予定量）

 （収益的収入及び支出）

（１）

（２） 年 間 総 給 水 量

給 水 戸 数

77,992
464,712

78,684

第 ３ 条

第 １ 款

（３）

（４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業

①

②

③

配 水 管 布 設 事 業

10,000

収　　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　　出

2,535,784
2,343,980

180,804
1,000

2,610,531

浄 水 場 整 備 事 業

配 水 管 改 良 事 業

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

営 業 外 費 用

60,500
15,954,300

 （総則）

第 １ 条

第 ２ 条

43,591
621,388

一 日 平 均 給 水 量

営 業 費 用

第 ２ 項

第 １ 項

2,513,886
96,635

10

第 ３ 項

第 ４ 項

特 別 損 失

予 備 費

第 ２ 項

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

第 １ 項

第 ３ 項
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第 ４ 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ９８２，６６２千円は当年

    度分損益勘定留保資金６４１，４３２千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４１，４０３千円、減債積立金２９９，８２７千円で

　  補てんするものとする。）。

　第 １ 款 千円

千円

千円

千円

　第 １ 款 千円

千円

千円

千円

第 ５ 条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

公 用 車 賃 借 料

事　　　　　　　　　項

公営企業会計システム保守業務委託料

水道料金及び給水受付等業務委託料

浄 水 場 運 転 管 理 業 務 包 括 委 託 料

期　　　　　間

平成２７年度～平成３４年度 契 約 に よ り 決 定 し た 額

限　　　度　　　額

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金

10,000

     （債務負担行為）

契 約 に よ り 決 定 し た 額

契 約 に よ り 決 定 し た 額

支　　　　　　　　　　　　　　　　出

387,268
第 ３ 項 予 備 費

第 １ 項

1,056,766
659,498

工 事 負 担 金第 ３ 項

9,466
64,628

第 ２ 項

固 定 資 産 売 却 代 金

他 会 計 負 担 金

契 約 に よ り 決 定 し た 額

平成２８年度～平成３２年度

平成２８年度～平成３２年度

平成２８年度～平成３２年度

     （資本的収入及び支出）

収　　　　　　　　　　　　　　　　入

第 １ 項

74,104
10

資 本 的 収 入
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第 ６ 条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

第 ７ 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用と営業外費用と特別損失

（２） 建設改良費と企業債償還金

第 ８ 条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費の金額をこれらの経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（２） 千円

第 ９ 条 たな卸資産の購入限度額は、５３，２７８千円と定める。

     （たな卸資産購入限度額）

平 成 ２ ７ 年 ２ 月 ２ ３ 日 提 出

交 際 費 20

     （一時借入金）

     （予定支出の各項の経費の金額の流用）

戸田市長　　神　　保　　国　　男

     （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

職 員 給 与 費 208,586
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戸 田 市 水 道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

平 成 ２ ７ 年 度
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１．　平成２７年度　戸田市水道事業会計予算実施計画

２．　給与費明細書

３．　債務負担行為に関する調書

４．　平成２６年度　戸田市水道事業予定損益計算書（前年度分）

５．　平成２６年度　戸田市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

６．　平成２７年度　戸田市水道事業予定貸借対照表

７．　平成２７年度　戸田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６頁

２０頁

１９頁

２２頁

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

目　　　　　　　　　　　　　次

　１２頁

　３０頁

　１４頁

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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戸 田 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

（単位 ： 千円）

１．
１．

１．
　 ２．

２．
１．
２．
３．
４．

３．
１．

（単位 ： 千円）

１．
１．

１．
２．
３．
４．
５．
６．

２．
１．
２．
３．

３．
１．

４．
１．

213,657

49,824

10,000
10,000

180,804
137,197

1

1,000
1,000

43,606

予 備 費
予 備 費

原 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
業 務 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

支 払 利 息
雑 支 出

1,093,893

備　　　　　　考款 項 目 予　　　定　　　額

過 年 度 損 益 修 正 損

水 道 事 業 費 用
営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失
消 費 税

927
5,051

消 費 税 還 付 金 1

雑 収 益
90,656長 期 前 受 金 戻 入 90,656長 期 前 受 金 戻 入

水 道 事 業 収 益
営 業 収 益

収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　　　　　　　　　　入

款 項 目 予　　　定　　　額 備　　　　　　考

平 成 ２ ７ 年 度

受 取 利 息 及 び 配 当 金

2,158,432
355,454

給 水 収 益
そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

2,610,531
2,513,886

96,635

121,313
183,029
682,264

過 年 度 損 益 修 正 益
10
10

支　　　　　　　　　　　出

特 別 利 益

2,535,784
2,343,980
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（単位 ： 千円）

１．
１．

１．
２．

１．
３．

１．

（単位 ： 千円）

１．
１．

１．
２．
３．
４．
５．

２．
１．

３．
１． 予 備 費 10,000

工 事 負 担 金
他 会 計 負 担 金 9,466

予 備 費

配 水 施 設 費 464,712

10,000

建 設 改 良 費 659,498
拡 張 事 業 費 78,684

企 業 債 償 還 金 387,268
企 業 債 償 還 金 387,268

目

浄 水 施 設 費 77,992

固 定 資 産 購 入 費 162
量 水 器 購 入 費 37,948

工 事 負 担 金 64,628

支　　　　　　　　　　　出

64,628

資 本 的 支 出 1,056,766
款 項 予　　　定　　　額 備　　　　　　考

資　本　的　収　入　及　び　支　出
収　　　　　　　　　　　入

款 項 目 予　　　定　　　額 備　　　　　　考

他 会 計 負 担 金

固 定 資 産 売 却 代 金
資 本 的 収 入 74,104

10
固 定 資 産 売 却 代 金 10

9,466
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１．総　　　　括

特別職 一般職

※　（　）内は再任用短時間勤務職員（外書き）

（　　）

( 1 )

( 1 )

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（ 1 ）
0

△ 1

給　　与　　費　　明　　細　　書
（単位 ： 千円）

198,054

△ 184,230

△ 687

△ 184,917

引当金

9,072

4,065

13,137

193,302

4,752

335,190

145,548

管理職員特

72,696

407,886

△ 189,642

△ 1

10

43,878

803

36,194

15,095

51,289

16,464

△ 1,369

157,977

35,391

63,038

208,586

100,282

0
189
189

△ 7,602 △ 9,658

23,213

給　　　　　　　与　　　　　　　費

15,130

別勤務手当

△ 9,878

地域手当

△ 3,939 △ 199,300△ 13,817

△ 6,215

△ 566

51,855

△ 6,138 △ 1,464

△ 8,414

66,30091,342

2,199

14,250

児童手当

144,160

106,497

56,422

47,526

32,706

87,403

58,636

18,774

60

8,484
12,054

△ 3,570

勤勉手当

780
720

2,640
2,040

600 1940
300 2,411

△ 34

1,805
1,611

合　　　　　　計

区　　　　　　分 管理職手当
時間外勤務
手　　　　　当

157

0

1,448

本　　　年　　　度 15,698

比
較

6,941
7,591

2,078
1,921

0

扶養手当
手
当
等
の
内
訳 比　　　　 　　　較

前　　　年　　　度

335

給　　　　料

15

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

資本勘定支弁職員
6

損益勘定支弁職員

22

0

手　当　等

0 17,310

報　　　酬

335 39,11260,835

26,568

0

10

0

10

10

0 7

職員数（人）

合　　　　　　計

区　　　　　　　　　　　分

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

21

15

本
年
度

前
年
度

資本勘定支弁職員

法定福利費
計

合　　　　計

300 2,377

住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　　当

( 1 )

51,480

△ 8,083

335

0

335

0

△ 650

期末手当

0
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２．　給料及び手当等の増減額の明細

１． 昇給に伴う増加分 平均昇給率

２． その他の増減分 新陳代謝及び定数等の変 職員数の異動状況
動に係る計上額の増減分 （現に在職する職員数） （その他） （計）
並びにその他の調整額 本年度 ２２人 ０人  ２２人

前年度 ２２人 ０人  ２２人
増　 減 ０人

１． 異動等の増減分

２． 制度改正に伴う 地方公営企業会計制度
増減分 改正に伴う増減分

（単位 ： 千円）

備　　　　　　　　　　　　　考説　　　　　　　明

 ０人

1,251

△ 5,190

 ０人

１.４５ ％

△ 11,308

職員手当等 △ 9,878

増　減　事　由　別　内　訳区　　分 増　減　額

給　  　料 △ 3,939

1,430
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３．　給料及び職員手当の状況
（１）職員１人当たり給与

（２）初　　　任　　　給

（３）級　別　職　員　数

※ （　）内は再任用短時間勤務職員（外書き）

平成２６年１月１日現在

平　均　給　与　月　額
平　均　年　齢　（ 歳 ）
平　均　給　料　月　額

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平　均　給　料　月　額

４２歳　5月
平成２７年１月１日現在

（単位 ： 円）
企　　　　　　　　業　　　　　　　　職

（事務・技術職）

４０１，０３８
３２９，５６７

高　　　　　校　　　　　卒
大　　　　　学　　　　　卒

３１６，１３８

（単位 ： 円）
一　般　会　計　の　制　度
行　　　　　　政　　　　　　職

平　均　年　齢　（ 歳 ）
平　均　給　与　月　額 ３９５，２４７

４６歳

区　　　　　　　　　　　分

平成２７年１月１日現在 ３級

４級

１級

２級

５級 計

5

（　　　　　　） 人

人5
（　　　　　　） ％

-（　　　　　　）

３級

４級

６級

７級

８級

-

（　　　　　　） 人3
（　　　　　　）

平成２６年１月１日現在

級 構　　成　　比 級

５級

６級

７級

８級

１級

２級

計

（　　　　　　） 人3
（　　　　　　） 人4
（　　　　　　） 人

1

人2
（　　　　　　） 人6
（　　　　　　） 人8
（　　　　　　） 人0

（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％

14

18
（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％

24

24

（　　　　　　） ％

5

13.5
（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％

9

27
（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％

37

0

（　　　　　　） ％5

-

（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％

5

5

（　　　　　　） ％100

-

人

（　　　　　　） ％

100

9

％

1

-

（　　　　　　） ％

0

4.5

人0

（　　　　　　）

（　　　　　　）

1

（　　　　　　）

（　　　　　　） 人1
（　　　　　　） 人1
（　　　　　　） 人

21
（　　　　　　） 人2

（　　　　　　） 人22

-

（　　　　　　） 人

職　　員　　数
企　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　職

区　　　　　　　　　　　分 企　　　　　　　　業　　　　　　　　職

１５１，８００
１８０，８００

１５１，８００
１８０，８００

職　　員　　数 構　　成　　比
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　　 （級別の標準的な職務内容）

（４）昇　給

（Ａ）　　（人）
（Ｂ）　　（人）

（５）特 殊 勤 務 手 当

※ 平成２６年１２月分支給実績

４ 級

５ 級 ６ 級
副 主 幹 相 当 職主 事 補 、 技 師 補

主 幹 相 当 職

１ 級
主 任

２ 級

８ 号 俸 （ 人 ）

２ 号 俸 （ 人 ）

22

部 長 相 当 職課 長 相 当 職

7

手 当 の 名 称

平 均 支 給 月 額 （ 円 ）

８ 級

9

20

災 害 対 策 業 務 手 当

０

現 場 業 務 手 当

区　　　　　  分

本

年

度

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
（ 平 成 ２ ７ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）
支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

90.9
0

比率　　    （Ｂ）／（Ａ）　    　（％）

事　務　・　技　術　職

職 員 数

他 号 俸 （ 人 ）

６ 号 俸 （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 俸 数 別 内 訳
4

０．０

０．０

企　　　　業　　　　職

３ 級
主 事 、 技 師

0

７ 級

４ 号 俸 （ 人 ）

合　    計

次 長 相 当 職
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（６）期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

（７）定 年 退 職 及 び 勧 奨 退 職 に 係 る 退 職 手 当

定年前早期退職
特例措置
(2%～45%加算)
定年前早期退職
特例措置
(2%～45%加算)

（８）その他の手当

埼玉県市町村
総合事務組合

埼玉県市町村
総合事務組合

備　　　考

備　　考
級等による加算措置

※ （ ） 内 は 再 任 用 職 員 の 支 給 率

加算措置等
その他の

有
（２．１５）

（月分）

１２月（月分）
職制上の段階、職務の支　　給　　期　　別　　支　　給　　率 支　給　率　計

４．１０

（月分）

（１．１７５）

退職時特別昇給

区 分

本 年 度

前 年 度

２０年勤続の者 ２５年勤続の者

（０．９７５）
１．９７５

６月（月分）

一 般 会 計 の 制 度

一 般 会 計
の 制 度

（月分）

25.55625

25.55625

34.5825

34.5825 49.59
（ 支 給 率 等 ）

（２．１５）
４．１０

（２．１５）

２．１２５
（１．００）
１．９７５

２．１２５

区　　分

支 給 率 等

地　域　手　当

一般会計の制度との異同
同　　　　　　　じ
同　　　　　　　じ

区　　分
扶　養　手　当

差異の内容
住　居　手　当

１．９０

有

有

（１．００） （１．１５）

２．２０

（月分） （月分）

４．１０
（１．１５）

最高限度

49.59 49.59

通　勤　手　当 同　　　　　　　じ

差異の内容 区　　分

３５年勤続の者

同　　　　　　　じ
一般会計の制度との異同

49.59
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全額

―
平成28年度～

―
平成27年4月1日～

全額

５，７０５

全額

平成31年3月31日  

水道料金及び給水受付等
業 務 委 託 料

契約により
決定した額

―
平成28年度～ 契約により

決定した額

契約により
決定した額

平成32年度   
浄 水 場 運 転 管 理 業 務
包 括 委 託 料

公 用 車 賃 借 料

７，１３２

平成32年度   

平成23年4月1日～
平成27年3月31日  

平成27年度～契約により
決定した額

契約により
決定した額

―

５，６００千円に消費
税及び地方消費税
の額を加算した額

――
平成34年度   

平成27年4月1日～
平成28年3月31日  

平成28年3月31日  

平成32年度   

平成28年度～

平成23年4月1日～

３５６，５８９
水道料金及び給水受付等
業 務 委 託 料

契約により
決定した額

平成26年4月1日～
平成27年3月31日  

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム
保 守 業 務 委 託 料

―

― ―

平成27年3月31日  

契約により
決定した額

給 水 台 帳 フ ァ イ リ ン グ
シ ス テ ム 保 守 委 託 料

１，２１０
４，４８０千円に消費
税及び地方消費税
の額を加算した額

―

全額

平成27年4月1日～
平成28年3月31日  

８５，９８６

１，４２７

契約により
決定した額

平成27年4月1日～

５，９０１ ５，９０１

４，４８０千円に消費
税及び地方消費税
の額を加算した額

債務負担行為に関する調書

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
左の財源 内訳

事 項

１，４２７

８５，９８６

自 己 資 金金 額
義 務 発 生 予 定 額

（単位 ： 千円）

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム
賃 借 料

４４２，５７５

限 度 額 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

水道料金及び給水受付等
業 務 委 託 料 （ 追 加 ）

５，９０１

期 間 金 額期 間
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　　（単位 : 千円）

１．営　業　収　益

（１） 1,989,616

（２） 391,182 2,380,798

２．営　業　費　用

（１） 927,100

（２） 165,467

（３） 109,241

（４） 130,425

（５） 724,793

（６） 26,913 2,083,939

営　業　利　益 296,859

３．営 業 外 収 益

（１） 1,692

（２） 5,050

（３） 85,822 92,564

受取利息及び配当金

雑 収 益

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

長 期 前 受 金 戻 入

平 成 ２６ 年 度　　戸 田 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書 （前 年 度 分）

（平 成 ２６ 年 ４ 月 １ 日 から 平 成 ２７ 年 ３ 月 ３１ 日 ま で）

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費
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４．営 業 外 費 用

（１） 148,916

（２） 1 148,917 △ 56,353

経　常　利　益 240,506

５．特　別　利　益

（１） 10 10

６．特　別　損　失

（１） 926

（２） 13,255

（３） 184,797 198,978 △ 198,968

41,538

184,797

1,447,330

1,673,665

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

支 払 利 息

退職給付引当金繰入額

期 末 勤 勉 手 当

前年度繰越利益剰余金

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 益
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（単位 ： 千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

イ　 土地 148,129

ロ　 建物 534,451

減価償却累計額 △ 231,670 302,781

ハ 構築物 25,494,117

減価償却累計額 △ 9,677,337 15,816,780

ニ 機械及び装置 4,164,601

減価償却累計額 △ 2,742,516 1,422,085

ホ 車両運搬具 17,794

減価償却累計額 △ 16,734 1,060

ヘ 工具、器具及び備品 11,835

減価償却累計額 △ 9,998 1,837

ト 建設仮勘定 19,680

有形固定資産合計 17,712,352

（２）無形固定資産

イ 電話加入権 122

無形固定資産合計 122

（３）投資

　 イ 大口定期預金 450,000

投資合計 450,000

固定資産合計 18,162,474

平 成 ２６ 年 度 戸 田 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 （ 前 年 度 分 ）

（ 平 成 ２７ 年 ３ 月 ３１ 日 ）　　　　　　　

資　　　　　　　　産　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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２．流動資産

（１）現金預金 1,348,405

（２）未収金 324,801

貸倒引当金 △ 3,572 321,229

（３）貯蔵品 22,627

流動資産合計 1,692,261

資産合計 19,854,735
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３．固定負債

（１）企業債 4,902,246

（２）引当金

イ 退職給付引当金 184,797

引当金合計 184,797

固定負債合計 5,087,043

４．流動負債

（１）企業債 387,268

（２）未払金 176,509

（３）引当金

イ 賞与引当金 13,257

引当金合計 13,257

（４）その他流動負債 5,803

流動負債合計 582,837

５．繰延収益

（１）長期前受金 4,104,752

（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,591,313

繰延収益合計 2,513,439

負債合計 8,183,319

負　　　　　　　　債　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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６．資本金 7,856,525

７．剰余金

（１）資本剰余金

イ 工事負担金 543,776

ロ 工事寄附金 200

資本剰余金合計 543,976

（２）利益剰余金

イ 減債積立金 690,090

ロ 建設改良積立金 907,160

ハ 当年度未処分利益剰余金 1,673,665

利益剰余金合計 3,270,915

剰余金合計 3,814,891

資本合計 11,671,416

負債資本合計 19,854,735

資　　　　　　　　本　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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（単位 ： 千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

イ　 土地 148,129

ロ　 建物 534,451

減価償却累計額 △ 242,929 291,522

ハ 構築物 25,876,794

減価償却累計額 △ 10,178,507 15,698,287

ニ 機械及び装置 4,178,673

減価償却累計額 △ 2,771,640 1,407,033

ホ 車両運搬具 17,794

減価償却累計額 △ 16,776 1,018

ヘ 工具、器具及び備品 11,985

減価償却累計額 △ 10,142 1,843

ト 建設仮勘定 50,539

有形固定資産合計 17,598,371

（２）無形固定資産

イ 電話加入権 122

無形固定資産合計 122

（３）投資

　 イ 大口定期預金 450,000

投資合計 450,000

固定資産合計 18,048,493

平 成 ２７ 年 度　戸 田 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 平 成 ２８ 年 ３ 月 ３１ 日 ）　　　　　　　

資　　　　　　　　産　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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２．流動資産

（１）現金預金 1,116,180

（２）未収金 327,274

貸倒引当金 △ 4,055 323,219

（３）貯蔵品 34,010

流動資産合計 1,473,409

資産合計 19,521,902
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３．固定負債

（１）企業債 4,502,809

（２）引当金

イ 退職給付引当金 184,797

引当金合計 184,797

固定負債合計 4,687,606

４．流動負債

（１）企業債 399,437

（２）未払金 205,316

（３）引当金

イ 賞与引当金 13,137

引当金合計 13,137

（４）その他流動負債 5,803

流動負債合計 623,693

５．繰延収益

（１）長期前受金 4,178,846

（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,681,969

繰延収益合計 2,496,877

負債合計 7,808,176

負　　　　　　　　債　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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６．資本金 9,603,682

７．剰余金

（１）資本剰余金

イ 工事負担金 543,776

ロ 工事寄附金 200

資本剰余金合計 543,976

（２）利益剰余金

イ 減債積立金 523,758

ロ 建設改良積立金 1,000,000

ハ 当年度未処分利益剰余金 42,310

利益剰余金合計 1,566,068

剰余金合計 2,110,044

資本合計 11,713,726

負債資本合計 19,521,902

資　　　　　　　　本　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 42,310

減価償却費 682,264

固定資産除却損 49,824

利息及び配当金の受取額 △ 927

支払利息 137,197

未収金の増減額 △ 2,473

未払金の増減額 28,807

貯蔵品の増減額 △ 11,383

貸倒引当金の増減額 483

賞与引当金の増減額 △ 120

長期前受金戻入額 △ 90,656

小  計 835,326

利息及び配当金の受取額 927

支払利息 △ 137,197

業務活動によるキャッシュ・フロー 699,056

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 618,107

他会計負担金・工事負担金による収入 74,094

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 544,013

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の償還による支出 △ 387,268

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 387,268

４　資金増加額（又は減少額） △ 232,225

５　資金期首残高 1,348,405

６　資金期末残高 1,116,180

（単位：千円）

平成２７年度　戸田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）
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注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 固定資産の減価償却方法 

（１） 有形固定資産 

定額法による。 

２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、退職手当組合における積立金相当額を控除した金額を計上し

ている。 

（２）賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率により回収不能見込額を計上している。 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。 

Ⅱ その他の注記 

（１）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額に

ついては、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に

把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とし

た按分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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戸 田 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書

埼   玉   県   戸   田   市

平 成 ２ ７ 年 度
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議 案 第 ４ ３ 号

平成２７年度戸田市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

業務の予定量は、次のとおりとする。

戸

㎥

㎥

千円

　 千円

　 千円

　 千円

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

第 １ 款 千円

千円

千円

千円

千円

第 １ 項

第 ３ 項

第 ４ 項

特 別 損 失

予 備 費

第 ２ 項

1,086,219

一 日 平 均 排 水 量

営 業 費 用

第 ２ 項

第 １ 項

2,028,096
683,152

48,347

第 ３ 条

第 １ 款

（３）

（４）

51,300
17,695,000

 （総則）

第 １ 条

第 ２ 条

施 設 改 良 事 業

下 水 道 事 業 収 益

下 水 道 事 業 費 用

営 業 外 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

1,000

収　　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　　出

2,711,248
2,490,604

218,644
1,000

2,711,248

平成２７年度　　戸 田 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

 （業務の予定量）

 （収益的収入及び支出）

（１）

（２） 年 間 総 排 水 量

水 洗 化 戸 数

457,951
144,229

484,039

主 要 な 建 設 改 良 事 業

①

②

③

雨 水 整 備 事 業

汚 水 整 備 事 業
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第 ４ 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ７０３，４５０千円は当年

    度分損益勘定留保資金６３５，１０５千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６８，３４５千円で補てんするものとする。）。

　第 １ 款 千円

千円

千円

千円

千円

　第 １ 款 千円

千円

千円

千円

第 ５ 条 継続費の総額及び年割額は次のとおりと定める。

企 業 債 償 還 金

支　　　　　　　　　　　　　　　　出

670,102

第 １ 項

1,882,069
1,210,967

第 ５ 項 予 備 費 1,000

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

第 ３ 項

      （継続費）

款 項

      （資本的収入及び支出）

収　　　　　　　　　　　　　　　　入

第 ３ 項

1,178,619

149,800

資 本 的 収 入

第 ２ 項 他 会 計 負 担 金 22,619

企 業 債

46,600

959,600第 １ 項

第 ４ 項

国 ・ 県 補 助 金

工 事 負 担 金

事業名 総額
年割額

平成２７年度 平成２８度

１８６，４００千円１．資本的支出 １．建設改良費 下戸田ポンプ場更新事業 ３２９，６０１千円 １４３，２０１千円
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第 ６ 条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

期　　　　　間

～

～

第 ７ 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

第 ８ 条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

      （一時借入金）

荒 川 左 岸 南 部
流 域 下 水 道 事 業

９２，４００千円 〃 〃 〃

償 還 の 方 法

公 共 下 水 道 事 業 ８６７，2００千円
普通貸借又は
証 券 発 行

年 ４ . ０ %
以 内

　借入先の融資条件による。ただし、企業財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低利に借換
えることができる。

      （企業債）

起 債 の 目 的 限　度　額 起債の方法 利率

      （債務負担行為）

事　　　　　　　　　項 限　　　度　　　額

戸 田 市 ポ ン プ 場 包 括 民 間 委 託 契 約 に よ り 決 定 し た 額
平 成 ２ ８ 年 度
平 成 ３ ２ 年 度

平 成 ２ ７ 年 度
平 成 ３ ２ 年 度

受 益 者 負 担 金 シ ス テ ム 賃 借 料 契 約 に よ り 決 定 し た 額

戸田市水洗便所改造資金融資あっせん制
度による金融機関に対して行う損失補償

平 成 ２ ７ 年 度 以 降
返済完了の年度まで

市と金融機関で協議のうえ貸付けを行った
貸 付 金 及 び こ れ に 付 帯 す る 利 子
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第 ９ 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用と営業外費用と特別損失

（２） 建設改良費と企業債償還金

第 １０ 条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費の金額をこれらの経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

第 １１ 条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２１８，６７０千円である。

第 １２ 条 たな卸資産の購入限度額は、５，８９７千円と定める。

      （予定支出の各項の経費の金額の流用）

戸田市長　　神　　保　　国　　男

     （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

職 員 給 与 費 93,898

     （たな卸資産購入限度額）

平 成 ２ ７ 年 ２ 月 ２ ３ 日 提 出

     （他会計からの補助金）
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戸田市下水道事業会計予算に関する説明書

平 成 ２ ７ 年 度
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１．　平成２７年度　戸田市下水道事業会計予算実施計画 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２．　給与費明細書

３．　継続費に関する調書

４．　債務負担行為に関する調書

５．　平成２６年度　戸田市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

６．　平成２６年度　戸田市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

７．　平成２７年度　戸田市下水道事業予定貸借対照表

８．　平成２７年度　戸田市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

目　　　　　　　　　　　　　次

 ６４頁

　６６頁

７２頁

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７１頁

８４頁 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

８０頁

７４頁

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

７６頁

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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戸 田 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

（単位 ： 千円）

１．
１．

１．
　 ２．

３．
５．

２．
１．
４．
５．
６．

（単位 ： 千円）

１．
１．

１．
２．
３．
４．
５．
６．
７．
８．

２．
１．
３．

３．
１．

４．
１．

1,000
1,000

218,644
218,634

1,000
1,000

予 備 費
予 備 費

管 渠 費
施 設 費
水 洗 化 普 及 促 進 費
水 質 規 制 費
流 域 下 水 道 費
業 務 費

過 年 度 損 益 修 正 損
特 別 損 失

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

備　　　　　　考款 項 目 予　　　定　　　額

10,385

下 水 道 事 業 費 用
営 業 費 用

営 業 外 費 用

10

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 還 付 金

備　　　　　　考

683,152
10

51,013

他 会 計 補 助 金
そ の 他 営 業 収 益

211,100
156

下 水 道 事 業 収 益
営 業 収 益

収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　　　　　　　　　　入

款 項 目 予　　　定　　　額
2,711,248
2,028,096

平 成 ２ ７ 年 度

受 取 利 息 及 び 配 当 金

1,058,747
758,093

下 水 道 使 用 料
他 会 計 負 担 金

営 業 外 収 益

631,436長 期 前 受 金 戻 入

637,020

総 係 費
減 価 償 却 費

110,287
1,297,090

雑 収 益 693

99,332

支　　　　　　　　　　　出

2,711,248
2,490,604

97,447

210,565
28,478
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（単位 ： 千円）

１．
１．

１．
２． 　

１．
２．

３． 　
１．

４．
１．

（単位 ： 千円）

１．
１．

１．
２．
３．
４．

３．
１．

５．
１．

他 会 計 負 担 金 15,049

企 業 債 償 還 金 670,102

国 ・ 県 補 助 金 149,800

144,229

支　　　　　　　　　　　出

資 本 的 支 出 1,882,069
備　　　　　　考

工 事 負 担 金 46,600

目款

資　本　的　収　入　及　び　支　出
収　　　　　　　　　　　入

款 項 目 予　　　定　　　額 備　　　　　　考
資 本 的 収 入 1,178,619

他 会 計 負 担 金 22,619

企 業 債 959,600
企 業 債 959,600

予 備 費

流 域 下 水 道 建 設 費 92,553

1,000

建 設 改 良 費 1,210,967

施 設 事 業 費

670,102

項 予　　　定　　　額

国 庫 補 助 金 149,800

7,570他 会 計 補 助 金

予 備 費 1,000

工 事 負 担 金 46,600

営 業 設 備 費 5,460

拡 張 事 業 費 968,725

企 業 債 償 還 金
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１．総　　　　括 （単位 ： 千円）

特別職 一般職
（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

※　（　）内は再任用短時間勤務職員（外書き）

△ 2,551

161,791

26,741

188,532

△ 94,468

△ 166

△ 94,634

△ 1930
30 1,685

△ 492
7871,680

△ 460

4,537
5,483

△ 946

勤勉手当

5,368

児童手当

給　　与　　費　　明　　細　　書

合　　　　計

67,323

26,575

93,898

48,200

446

法定福利費

67,806

5,256

19,921

15,699

比
較

77損益勘定支弁職員

11

0

合　　　　　　計

3

8

手　当　等

0 8,082

0
0
0

10,559

4

87,718

4,458

管理職員特

1,709

89,427

△ 83,2600

0

0

14,665

19,606

△ 1,034

別勤務手当

△ 10,964

地域手当

802

458725 △ 267

手
当
等
の
内
訳 0

合　　　　　　計

区　　　　　　分 管理職手当

△ 292

0

比　　　　 　　　較
前　　　年　　　度

資本勘定支弁職員

0

本　　　年　　　度

0

74

1,384
1,676

0

1,680

扶養手当

0

0

0

446

職員数（人）

合　　　　　　計

区　　　　　　　　　　　分

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

11

8

本
年
度

前
年
度

資本勘定支弁職員

0

0

0

0

0

資本勘定支弁職員
3

引当金

60 1,193

住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　　当

19,148

768

58,374

5,884

△ 628

77,522

△ 1,662

21,583

△ 83,256△ 9,716

△ 10,174

給　　　　　　　与　　　　　　　費

1,713

6,171

△ 10,697

8,349

26,960

期末手当

446

計

5,328

1,000

時間外勤務
手　　　　　当

540

△ 40

8,008

29,575

10,799

40,400

28,799

報　　　酬

446 18,87828,876

11,524

給　　　　料

37,92439,598

3,462
3,388
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２．　給料及び手当等の増減額の明細

１． 昇給に伴う増加分 平均昇給率 ％

２． その他の増減分 新陳代謝及び定数等の変 職員数の異動状況

動に係る計上額の増減分 （現に在職する職員数） （その他） （計）

並びにその他の調整額 本年度  １１人 ０人 １１人

前年度  １０人 ０人 １０人

増　 減 ０人

１． 異動等の増減分

２． 制度改正に伴う 地方公営企業会計制度

増減分 改正に伴う増減分

職員手当等 △ 10,964

区　　分 増　減　額

給　  　料 802 492

310

増　減　事　由　別　内　訳

△ 6,268

（単位 ： 千円）

備　　　　　　　　　　　　　考説　　　　　　　明

 ０人 ０人

1.24

△ 4,696
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３．　給料及び職員手当の状況
（１）職員１人当たり給与

（２）初　　　任　　　給

（３）級　別　職　員　数

※ （　）内は再任用短時間勤務職員（外書き）

４２歳　７月
平成２7年１月１日現在

（単位 ： 円）
企　　　　　　　　業　　　　　　　　職

（事務・技術職）

384,722
306,680

平成26年１月１日現在

平　均　給　与　月　額
平　均　年　齢　（ 歳 ）
平　均　給　料　月　額

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平　均　給　料　月　額

平成２７年１月１日現在 ３級

４級

１級

２級

５級

高　　　　　校　　　　　卒
大　　　　　学　　　　　卒

272,719

（単位 ： 円）
一　般　会　計　の　制　度
行　　　　　　政　　　　　　職

平　均　年　齢　（ 歳 ）
平　均　給　与　月　額 350,626

３８歳

45.4
（　　　　　　）

（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％9.1

平成２６年１月１日現在

級 構　　成　　比 級

５級

６級

７級

８級

１級

２級

３級

４級

６級

７級

８級

-

（　　　　　　） 人1
（　　　　　　）

計

1

（　　　　　　） 人

-（　　　　　　）

（　　　　　　） 人2

（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％

9.1
（　　　　　　） 人1
（　　　　　　） 人5
（　　　　　　） 人

2

人1

人6
（　　　　　　） 人0
（　　　　　　） 人1

％

（　　　　　　） ％

9.1

9.1

（　　　　　　） ％

18.2

9.1

（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％ （　　　　　　）

（　　　　　　）

（　　　　　　） ％

9.1

18.2

（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％

54.5

0

計 （　　　　　　）

11
（　　　　　　）

0

（　　　　　　）
11 ％100

-

人

（　　　　　　） ％

100

0

％

（　　　　　　） ％

（　　　　　　） ％

9.1

0

人

人

人

-

（　　　　　　） 人0

（　　　　　　）
1

-

（　　　　　　） 人

（　　　　　　） 人1
（　　　　　　） 人 （　　　　　　） ％

-

職　　員　　数
企　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　職

区　　　　　　　　　　　分 企　　　　　　　　業　　　　　　　　職

151,800
180,800

151,800
180,800

職　　員　　数 構　　成　　比
区　　　　　　　　　　　分
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　　 （級別の標準的な職務内容）

（４）昇　給

（Ａ）　　（人）
（Ｂ）　　（人）

（５）特 殊 勤 務 手 当

※ 平成２６年１２月分支給実績

主 幹 相 当 職

１ 級
主 任

２ 級 ４ 級

５ 級 ６ 級
副 主 幹 相 当 職主 事 補 、 技 師 補

手 当 の 名 称

平 均 支 給 月 額 （ 円 ）

８ 級

7

10

災 害 対 策 業 務 手 当

944

下 水 道 業 務 手 当

区　　　　　      分

本

年

度
８ 号 俸 （ 人 ）

２ 号 俸 （ 人 ）

11

部 長 相 当 職課 長 相 当 職

1

代 表 的 な 特 殊 勤 務

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
（ 平 成 ２ ７ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）
支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 俸 数 別 内 訳
2

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ） 0.081

30

企　　　　業　　　　職

３ 級
主 事 、 技 師

0

７ 級

４ 号 俸 （ 人 ）

合　    計

次 長 相 当 職

90.9
0

比率　　    （Ｂ）／（Ａ）　    　（％）

事　務　・　技　術　職

職 員 数

他 号 俸 （ 人 ）

６ 号 俸 （ 人 ）
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（６）期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

（７）定 年 退 職 及 び 勧 奨 退 職 に 係 る 退 職 手 当

定年前早期退職

特例措置
(2%～45%加算)
定年前早期退職

特例措置
(2%～45%加算)

（８）その他の手当

25.55625

34.5825

34.5825

49.59

49.59

備　　考
級等による加算措置

※ （ ） 内 は 再 任 用 職 員 の 支 給 率

加算措置等

（月分）
職制上の段階、職務の

その他の

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率 支　給　率　計

４．１０
（１．１７５）

６月（月分） １２月（月分）
区 分

本 年 度

前 年 度

２０年勤続の者

一 般 会 計 の 制 度

（月分）

25.55625

（ 支 給 率 等 ）

（２．１５）
４．１０

（２．１５）

２．１２５
（１．００）
１．９７５

２．１２５

区　　分

支 給 率 等

一 般 会 計
の 制 度

（月分）

49.59

地　域　手　当

一般会計の制度との異同
同　　　　　　　じ
同　　　　　　　じ

区　　分
扶　養　手　当

差異の内容
住　居　手　当

１．９０

有

有

（１．００） （１．１５）

２．２０

２５年勤続の者

（０．９７５）
１．９７５

退職時特別昇給

埼玉県市町村
総合事務組合

埼玉県市町村
総合事務組合

備　　　考

49.59

通　勤　手　当 同　　　　　　　じ

有

差異の内容 区　　分

３５年勤続の者

同　　　　　　　じ
一般会計の制度との異同

（月分） （月分）

（２．１５）
４．１０

（１．１５）

最高限度
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（単位 ： 千円）

平 成 ２ ７ 年 平 成 ２ ７ 年 平 成 ２ ８ 年

27 143,201 82,400 60,800 　　　－ 1 0 143,201 143,201 　　　－ 43.5

28 186,400 107,200 79,200 　　　－ 0 0 　　　－ 　　　－ 186,400 56.5

計 329,601 189,600 140,000 　　　－ 1 0 143,201 143,201 186,400 100.0

継 続 費 に 関 す る 調 書

１
　
資
本
的
支
出

１
　
建
設
改
良
費

下 戸 田 ポン
プ場更新工
事 （ 電 気 設
備工事）

款 項 事 業 名

全 体 計 画

年
　
　
度

年 割 額
国庫補助金

継続費の総

額に対する

進捗率（％）

建設改良積
立 金

損益勘定留
保 資 金

度以降の支

払義務発生

予定額

度支払義務

発生予定額

度末までの

支払義務発

生予定額

左 の 財 源 内 訳

企 業 債 自己資金
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（単位 ： 千円）

戸 田 市 水 洗 便 所 改 造 資 金 融 資
あ っ せ ん 制 度 に よ る 金 融 機 関
に 対 し て 行 う 損 失 補 償

― ―

公 用 車
賃 借 料

～

平成２７年度以降
返済完了の年度まで

２９，１６０
下 水 道 ビ ジ ョ ン 策 定
業 務 委 託

１３０
平成27年4月1日
平成28年3月31日

～
１３０

～

～

下 水 道 台 帳 シ ス テ ム
保 守 業 務 委 託

5,600千円に消費
税及び地方消費税
の額を加算した額

4,480千円に消費
税及び地方消費税
の額を加算した額

受 益 者 負 担 金
シ ス テ ム 借 上 料

６，４０５
平成22年10月1日
平成27年3月31日

２６０
平 成 26 年 4 月 1 日
平成27年3月31日

１３０
下 水 道 固 定 資 産 管 理
シ ス テ ム 保 守 業 務 委 託

２９，１６０
平成26年11月13日
平成27年3月31日

０
平成27年4月1日
平成28年3月31日

～
２９，１６０

～
３８９ ３８９

１，２１０
4,480千円に消費

税及び地方消費税
の額を加算した額

下水道企業会計システム
保 守 業 務 委 託

７７８
平 成 26 年 4 月 1 日
平成27年3月31日

３８９
平成27年4月1日
平成28年3月31日

限度額と同じ 全　　額

2,883千円に消費
税及び地方消費税
の額を加算した額

平 成 26 年 9 月 1 日
平成27年3月31日

２６０
2,643千円に消費

税及び地方消費税
の額を加算した額

平成27年4月1日
平成33年8月31日

市 と 金 融 機 関 で 協 議 の うえ
貸 付 け を 行 っ た 貸 付 金
及 び こ れ に 付 帯 す る 利 子

～
2,643千円に消費

税及び地方消費税
の額を加算した額

期 間 金 額

平 成 26 年 4 月 1 日
平成27年3月31日

６４０

自 己 資 金

平成27年4月１日
平成31年3月31日

～

期 間 金 額

～

～

６４０
～

５，７６５
平成27年4月1日
平成27年9月30日

～

債務負担行為に関する調書

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
左の財源内訳

事 項 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額限 度 額
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（単位 ： 千円）

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
左の財源内訳

事 項 限 度 額 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

～ 契約により
決定した額

全　　額

期 間 金 額 期 間 金 額 自 己 資 金

戸 田 市 ポ ン プ 場
包 括 民 間 委 託

契約により
決定した額

― ―
平 成 ２ ８ 年 度
平 成 ３ ２ 年 度

契約により
決定した額

全　　額
受 益 者 負 担 金
シ ス テ ム 賃 借 料

契約により
決定した額

― ―
平 成 ２ ７ 年 度
平 成 ３ ２ 年 度

～
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                                                                                                　　（単位 : 千円）

１．営　業　収　益

（１） 943,081

（２） 713,341

（３） 337,807

（４） 170 1,994,399

２．営　業　費　用

（１） 52,152

（２） 209,079

（３） 8,474

（４） 8,191

（５） 533,622

（６） 102,506

（７） 93,227

（８） 1,271,241

（６） 374 2,278,866

営　業　利　益 △ 284,467

そ の 他 営 業 収 益

平 成 ２６ 年 度　　戸 田 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書 （前 年 度 分）

（平 成 ２６ 年 ４ 月 １ 日 から 平 成 ２７ 年 ３ 月 ３１ 日 ま で）

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

管 渠 費

施 設 費

水 洗 化 普 及 促 進 費

水 質 規 制 費

流 域 下 水 道 費
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３．営 業 外 収 益

（１） 10

（２） 627,711

（３） 693 628,414

４．営 業 外 費 用

（１） 235,805

（２） 15,182

（３） 10 250,997 377,417

経　常　利　益 92,950

５．特　別　利　益

（１） 0 0

６．特　別　損　失

（１） 8,888

（２） 83,159 92,047 △ 92,047

903

0

903

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息及び配当金

雑 支 出

当年度未処分利益剰余金

消費税及び地方消費税

過 年 度 損 益 修 正 益

過 年 度 損 益 修 正 損

退職給付引当金繰入額

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金
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（単位 ： 千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

イ　 土地 204,311

ロ　 建物 404,244

減価償却累計額 △ 89,488 314,756

ハ 構築物 18,762,393

減価償却累計額 △ 743,920 18,018,473

ニ 機械及び装置 3,008,711

減価償却累計額 △ 341,601 2,667,110

ホ 工具、器具及び備品 51

減価償却累計額 △ 23 28

有形固定資産合計 21,204,678

（２）無形固定資産

イ 施設利用権 1,672,034

無形固定資産合計 1,672,034

（３）投資

　 イ 出資金 920

投資合計 920

固定資産合計 22,877,632

平 成 ２６ 年 度　戸 田 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表（前年度分）

（ 平 成 ２７ 年 ３ 月 ３１ 日 ）　　　　　　　

資　　　　　　　　産　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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２．流動資産

（１）現金預金 535,211

（２）未収金 138,899

貸倒引当金 △ 3,858 135,041

（３）貯蔵品 1,537

流動資産合計 671,789

資産合計 23,549,421

− 77−



３．固定負債

（１）企業債 7,975,589

（２）引当金

イ 退職給付引当金 83,159

引当金合計 83,159

固定負債合計 8,058,748

４．流動負債

（１）企業債 670,100

（２）未払金 438,246

（３）引当金

イ 賞与引当金 6,268

引当金合計 6,268

（４）その他流動負債 1,200

流動負債合計 1,115,814

５．繰延収益

（１）長期前受金 10,858,286

（２）長期前受金収益化累計額 △ 627,711

繰延収益合計 10,230,575

負債合計 19,405,137

負　　　　　　　　債　　　　　　　　の　　　　　　　　部

− 78−



６．資本金 4,036,318

７．剰余金

（１）資本剰余金

イ 受贈財産評価額 107,061

資本剰余金合計 107,061

（２）利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 905

利益剰余金合計 905

剰余金合計 107,966

資本合計 4,144,284

負債資本合計 23,549,421

資　　　　　　　　本　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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（単位 ： 千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

イ　 土地 204,311

ロ　 建物 404,244

減価償却累計額 △ 182,595 221,649

ハ 構築物 19,663,980

減価償却累計額 △ 1,496,194 18,167,786

ニ 機械及び装置 3,146,523

減価償却累計額 △ 696,024 2,450,499

ホ 工具、器具及び備品 51

減価償却累計額 △ 46 5

有形固定資産合計 21,044,250

（２）無形固定資産

イ 施設利用権 1,660,468

無形固定資産合計 1,660,468

（３）投資

　 イ 出資金 920

投資合計 920

固定資産合計 22,705,638

平 成 ２７ 年 度　戸 田 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 平 成 ２８ 年 ３ 月 ３１ 日 ）　　　　　　　

資　　　　　　　　産　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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２．流動資産

（１）現金預金 654,719

（２）未収金 151,435

貸倒引当金 △ 2,693 148,742

（３）貯蔵品 1,537

流動資産合計 804,998

資産合計 23,510,636
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３．固定負債

（１）企業債 8,302,436

（２）引当金

イ 退職給付引当金 83,159

引当金合計 83,159

固定負債合計 8,385,595

４．流動負債

（１）企業債 632,751

（２）未払金 605,710

（３）引当金

イ 賞与引当金 6,171

引当金合計 6,171

（４）その他流動負債 1,200

流動負債合計 1,245,832

５．繰延収益

（１）長期前受金 11,061,081

（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,259,147

繰延収益合計 9,801,934

負債合計 19,433,361

負　　　　　　　　債　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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６．資本金 4,036,318

７．剰余金

（１）資本剰余金

イ 受贈財産評価額 107,061

資本剰余金合計 107,061

（２）利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 △ 66,104

利益剰余金合計 △ 66,104

剰余金合計 40,957

資本合計 4,077,275

負債資本合計 23,510,636

資　　　　　　　　本　　　　　　　　の　　　　　　　　部
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 67,009

減価償却費 1,297,090

利息及び配当金の受取額 △ 10

支払利息 218,634

未収金の増減額 △ 12,535

未払金の増減額 167,464

貸倒引当金の増減額 △ 1,165

賞与引当金の増減額 △ 97

長期前受金の増減額 △ 16,224

長期前受金収益化累計額の増減額 △ 631,436

小  計 954,712

利息及び配当金の受取額 10

支払利息 △ 218,634

業務活動によるキャッシュ・フロー 736,088

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,039,399

無形固定資産の取得による支出 △ 85,697

長期前受金による収入 219,019

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 906,077

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 959,600

企業債の償還による支出 △ 670,102

財務活動によるキャッシュ・フロー 289,498

４　資金増加額（又は減少額） 119,509

５　資金期首残高 535,211

６　資金期末残高 654,720

平成２７年度　戸田市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

（単位：千円）
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

  当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産 

     ・減価償却の方法 定額法による。 

  （２）無形固定資産 

     ・減価償却の方法 定額法による。 

 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、退職手当組合における積立金相当額を控除した金額を計上して

いる。 

  （２）賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当

年度の負担に属する額を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率により回収不能見込額を計上している。 

 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。 
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は 5,289,631 千円である。 

 

Ⅲ．その他の注記 

１ 地方公営企業法適用時における固定資産帳簿価額 

資産取得時から法適用の日の前日までに減価償却が行われてきたものとみなし、取得価額から減価償却累計額相当額を控除し

て算定している。 

 

H２５年度決算状況調査において使用した、元金償還金の雨水・汚水の割合で企業債残高を案分した。（雨水５９．２０％）雨水 → 

8,935,187×59.20％≒5,289,631 汚水 → 8,935,187－5,289,631＝3,645,556 千円 
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